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１．はじめに

本論の目的は、日本の近代経済学派による二重構造論の代表例である篠原三代平と宮沢健一の資

本集中仮説について再考することにある。資本集中仮説は提示された当時から批判にさらされ、特

に伊東光晴は、大企業部門の生産物市場における不完全競争を重視する仮説（以下、財市場の不完

全競争仮説と称する）を提示して対抗した。ふたつの仮説は論理構造において全く相反するもので

あるにもかかわらず、この点についての検討はあいまいなまま残され、併存可能であるかのように

見なされているのが現状である。また、両仮説とも大企業・中小企業間の労働移動の欠如を前提し

ているのであるが、この点の検討も十分になされていない。

本論では、財市場の不完全競争が前提されると、資本集中仮説が必ずしも成り立たなくなること

（資本市場の不完全性が必ずしも賃金格差に帰結しないこと）を議論する。そして論争では暗黙の

うちに閉鎖経済の一般均衡が前提されていることを指摘し、閉鎖経済の財市場における大企業の価

格支配力よりもむしろ小国開放経済の競争的な財市場を前提することで、財の相対価格が国内の需

給から独立に決定され、資本集中仮説の成立がより容易に可能になることを提示する。また労働の

移動性の欠如が賃金格差の発生にとって不可欠な要因になると言えるのは、閉鎖経済かつ競争的な
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財市場の場合のみであり、大企業の生産物市場が寡占的な場合あるいは小国開放経済の場合、中小

企業の生産物に対する大企業の生産物の相対価格に対する財の需給の影響が弱まるため、労働市場

の分断性が存在しなくても、賃金格差の発生する可能性の出てくることを指摘する。

さらに本論では単純なマクロ一般均衡モデルを用いて、以上の議論を敷衍する。すなわち閉鎖経

済において財市場が競争的な場合には、伊東による指摘の通り、資本集中仮説が賃金格差に対する

説明力を持たないこと、そして賃金格差の主因が労働移動の欠如にあることを確認する。また大企

業部門の財市場に寡占を仮定しても資本集中仮説は必ずしも成り立たないことを例示し、さらに寡

占価格の硬直性（財市場における需給からの独立性）により、労働移動が存在しても格差が発生す

ることを示す。いっぽう競争的な小国開放経済においては、資本集中仮説が賃金格差に対する説明

力を持ち、財の相対価格が外生的になるため労働移動が存在しても賃金格差が発生することを明ら

かにする。

本論の結論は、次のようである。第１に、資本集中仮説と財市場の不完全競争仮説は、論理の構

造において根本的に対立するものである。すなわち資本集中仮説では、資本市場の不完全性による

大企業と中小企業の資本集約度の格差 → 物的生産性格差 → 賃金格差という因果関係を強調するの

に対して、財市場の不完全競争仮説では、財市場における大企業の価格支配力による超過利潤 → 

賃金格差 → 企業の技術選択による資本集約度の格差という因果関係が強調されており、因果の系

列はまったく逆になっている。したがって財市場における大企業の価格支配力が認められるなら

ば、賃金格差はもっぱら大企業の価格支配力と労働者の交渉力により決定され、資本市場の不完全

性がレンタル料の格差のような形で存在しても、それは企業の要素価格比率による技術選択を通じ

て、資本集約度の格差に影響するにすぎなくなる可能性がある。

第２に、閉鎖経済において大企業の財市場が寡占的であっても、財の相対価格が外的与件の変化

に対していっさい硬直的になるわけではない。資本市場の不完全性による大企業の低いレンタル料

は、大企業のコストを引き下げ、大企業の生産物の相対価格を引き下げる。したがって資本市場の

不完全性があっても付加価値生産性の格差に結びつくとは限らない。

第３に、論争では閉鎖経済が暗黙の前提とされているのであるが、資本集中仮説の成立は、むし

ろ競争的な財市場を前提したうえで小国開放経済を仮定することにより、単純明快に議論可能であ

る。小国開放経済においては、財の相対価格が外生的に決定されるため、資本集約度の格差が賃金

格差を説明する要因となる。

第４に、財市場の不完全競争仮説は、労働の部門間移動が自由であっても成立し得る。寡占企業

の生産物価格が硬直的になる（財市場の需給から影響を受けなくなる）場合には、労働の流入する

大企業の生産物の供給量が増えても、大企業の財の相対価格が下がらないからである。この場合に

は、大企業部門の雇用比率が財市場の均衡から決まることになる。
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第５に、小国開放経済においては、大企業の生産物の相対価格が外生的与件となる。このため資

本市場の不完全性により発生した賃金格差は、労働の部門間移動が自由であっても解消されること

はなく、最終的には経済が大企業部門に特化することになる。

第６に、労働の移動性の欠如が賃金格差の発生にとって不可欠の要因になると明確に言えるの

は、閉鎖経済かつ財市場が競争的な場合のみである。

以下、本論の構成は次のようである。第２節では資本集中仮説を巡る議論を簡単に整理し、財市

場の不完全競争仮説がその論理構造において資本集中仮説と根本的に対立するものであることを説

明し、その認識に立って資本集中仮説が可能となる他の条件について考察する。第３節では、単純

な閉鎖経済のマクロ一般均衡モデルを構築し、財市場が競争的な場合には資本集中仮説の成り立た

ないこと、そして賃金格差の主たる要因が労働移動の欠如にあることを確認する。第４節では、第

３節のモデルにおける大企業部門の財市場に寡占を導入したにもかかわらず、資本集中仮説が成り

立たないような例を示し、さらにこの場合には労働移動が存在しても賃金格差が解消しないことを

示す。第５節では、第３節のモデルを小国開放経済に展開し、資本集中仮説が賃金格差に対する説

明力を持つばかりでなく、労働移動が存在しても賃金格差が解消しないことを明らかにする。第６

節は結論とする。

２．問題の所在

資本集中仮説は、1920年代～1960年代前半（第二次世界大戦前後の統制経済期を除く）の日本

における企業規模間や産業間の賃金格差を説明するために、篠原三代平［1961］等において提唱さ

れた仮説である。その議論は、大企業部門（近代部門）と中小企業部門（在来部門）の賃金格差の

背後に付加価値生産性の格差があり、さらにその背後に資本集約度の格差があるという実証的な事

実を前提として、資本集約度の格差を作り出す大企業偏重の資本配分（資本市場の不完全性）を賃

金格差の原因として強調するものである。

しかし資本集中仮説には、理論的に不十分な点があった。それは伊東［1962］により指摘された

ように、資本集約度の格差と賃金格差の因果関係が不明確なことである。労働市場が競争的で労働

の移動に制約がないとすれば、高い資本集約度により高い物的生産性を達成している大企業が、な

ぜ高賃金で労働者を雇って利潤を低めるのか説明できないのである。

では労働の部門間移動が存在しなければ、資本集約度の格差による物的生産性の格差は賃金格差

を意味するだろうか？この問いに対する答えは否である。すなわち財市場が競争的であれば、生産

性の高い大企業部門の財の価格が中小企業部門の財の価格に対して低下するので、物的生産性の格

差は必ずしも賃金格差に結びつかないことになる。このことを論拠に伊東光晴は賃金格差の要因を

資本市場に求める資本集中仮説のアプローチに難色を示し、それに代えて当時マルクス学派の有沢
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広巳が強調していた大企業部門と中小企業部門における財市場の市場構造の相違（財市場は独占

的、中小企業は競争的）を近代経済学の立場から解釈する議論（以下、財市場の不完全競争仮説と

称する）を展開したのである。

ここで、財市場の不完全競争仮説と資本集中仮説の論理構造の相違について簡単に見ておこう。

財市場の不完全競争仮説による賃金格差の説明は次のとおりである。大企業部門の財市場における

価格支配力によって、財の相対価格は大企業に有利となり、中小企業部門に対して超過利潤が発生

する。この超過利潤は、大企業部門における強力な交渉力をもった労働者により奪取され、大企業

の賃金は中小企業の賃金に比して上昇し、それは企業の費用最小化行動によって大企業の資本集約

度を中小企業に対して引き上げることになる。

以上の論理は、最初に述べた「資本市場の不完全性によって引き起こされる資本集約度の格差が

原因となって賃金格差に帰結する」資本集中仮説とはまったく逆になっている。財市場の不完全競

争仮説において賃金格差の究極的な要因は大企業の生産物に対する価格支配力にあるのであり、資

本集約度の格差はその結果なのである。したがって資本市場に何らかの不完全性が存在し、大企業

の方が中小企業よりも低いレンタル料で資本を使用できるような場合であっても、賃金格差は大企

業の価格支配力と大企業部門の労働者の交渉力によりすでに決められており、レンタル料の格差は

資本集約度の格差を拡大させる要因に過ぎなくなる可能性がある。

なぜそうなるのだろうか？それは財市場が寡占的といっても、財の相対価格が外的与件に対して

完全に硬直的になるわけではないからである。大企業の低いレンタル料は、大企業のコストを中小

企業に対して引き下げ、大企業の生産物の相対価格を引き下げる。したがって資本市場の不完全性

が付加価値生産性の格差に結びつくとは限らない。

日本の二重構造を解明しようとしたふたつの仮説の論理的な相違は、その後突き詰められること

もなく、あいまいなまま見過ごされてきたように思える。例えば篠原［1970；pp.78-79］では、労

働移動の不完全性、財市場における寡占、大企業への融資集中の三つの要因は同時に強調すべきで

あるとして、財市場における大企業の価格支配力と資本市場の不完全性が賃金格差の要因として矛

盾するものではないとしている。

また寺西重郎は、資本集中仮説について次のような説明をしている。「すなわち、資本市場にお

いて、まず融資集中が成立し、これが規模間の資本集約度格差および物的生産性格差をもたらす。

物的生産性格差は、生産物市場における大企業製品の寡占価格性により付加価値生産性（格差）に

つながる。付加価値生産性（格差）はさらに労働市場の「切断」によって規模間賃金格差につなが

る、というのがその要旨である。」（寺西［1982；pp.381-382］）

　この説明では、賃金格差の基本的な原因は資本集約度の格差にあり、それは生産物市場において

大企業に価格支配力があっても変わらないという。しかし上に見たように、生産物市場における大
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企業の価格支配力を認めるならば、資本集中仮説が成り立たなくなる可能性がある1）。

　生産物市場における大企業の価格支配力が必ずしも資本集中仮説の成立条件となりえないとすれ

ば、資本集中仮説をもっと容易に成立させる条件はないのだろうか？

いままでの議論から、財市場が競争的であると仮定すべきことは明白であるが、ここで注意すべ

きことは、競争的な財市場において大企業部門と中小企業部門の相対価格が物的生産性の格差を解

消する方向に調整されてしまうという議論は、実は閉鎖経済が暗黙の前提になっているということ

である。前提を小国開放経済に改めてみれば、財の相対価格が国内の需給から独立に決定されるの

で、物的生産性の格差を解消するような作用はなくなってしまう。

実際、両世界大戦間期においては、橋本寿郎の指摘するように、日本経済を小国開放経済として

近似できると言えるのである。

「…二重に後進的な日本資本主義は、その運動を資本主義の世界経済編成のあり方に強く規制さ

れた。アメリカや、イギリス、ドイツを対象とした現状分析なら、まず一国資本主義分析を行い、

しかる後、その対外経済関係を分析することになんの不都合もないかもしれない。しかし、資本主

義の世界経済編成における周辺に位置した日本資本主義の場合は、その動向が世界経済を動かすと

いう面は弱く、世界経済の動向が日本資本主義の運動に強く作用した。」（橋本［1984；p.11］）

　篠原［1970；pp.80-81］において、資本集中仮説が1920年代の日本に適用可能であるとされてい

るのであるが、その論拠は、当時の日本が小国開放経済として近似できることに求められるべきで

あり、この意味においてまとを射た見方といえるだろう。

　ここまでは主として資本集中仮説と財市場の不完全競争仮説の関係について議論したのである

が、さらにもう一つ議論すべき問題がある。それはこれらの仮説が労働市場の問題、すなわち「大

企業・中小企業間の労働移動の欠如」とどのような関係があるのか、ということである。

　実は、篠原も伊東も賃金格差の要因として大企業・中小企業間の労働移動の欠如は外すことがで

きないと認めている。しかしそうなのだろうか？このことを検討するには、労働の移動が賃金格差

を縮小させるメカニズムについて考えてみる必要がある。

　いま閉鎖経済で財市場は競争的であると仮定しよう。すると労働移動による大企業への労働の流

入は、（資本集約度一定のもとで）大企業の生産物の供給を増加させ、大企業生産物の相対価格を

低下させる。生産物の相対価格の低下は、大企業と中小企業の付加価値生産性の格差を直接的に縮

小させると同時に、大企業の資本の限界価値生産性を中小企業に対して低下させ、資本集約度の格

差を縮小させ、大企業の物的生産性を中小企業に対して低下させる。

１）以上のほかに、経済史家であった中村隆英も資本集中仮説が労働市場の分断性や財市場の寡占性を強調す

る仮説と共存可能とする議論をしている。中村［1971］第７章第４節を参照されたい。
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しかし大企業部門の財市場が寡占的であり、寡占的競争によって大企業の生産物の相対価格が中

小企業の生産物に対して硬直的になる（財市場における需給からの影響を受けにくくなる）とすれ

ば、あるいは小国開放経済において大企業の生産物価格が、国内の需給と関係なく世界市場におい

て外生的に決定されるとすれば、中小企業から大企業への労働移動が存在しても、上述の効果が作

用しなくなり、賃金格差の発生する可能性が出てくるのである2）。

　次節以降では、単純なマクロ一般均衡モデルを用いて、閉鎖経済において財市場が競争的な場合

は資本集中仮説が成り立たないことを確認したうえで、閉鎖経済のまま大企業部門の財市場に寡占

を導入したケースと競争的な財市場のまま小国開放経済を導入した場合について、資本集中仮説が

成り立つかどうかということ、および労働の移動可能性と賃金格差との関係を検討する。

３．閉鎖経済における競争的な生産物市場

３－１．モデルの設定

　本論におけるモデルの基本的な設定は、次のとおりである。

①　消費者の効用関数、企業の生産関数はともにコブ・ダグラス型であるとする。

②　大企業部門（近代部門）を添え字L、中小企業部門（在来部門）を添え字Sで表す。

③ 　生産関数については、1950年代についての尾高［1984］および1930年代についての尾高

［1989］による観察に従い、大企業も中小企業も同一と仮定する3）。このことは賃金格差を産業

間の格差としてではなく、企業規模間の格差として議論することを意味しているが、この仮定

により、議論の本質を単純明快に表現することが可能となる。

④　中小企業部門の生産物をニュメレールとする。

⑤ 　生産要素は資本と労働である。労働人口は一定であり、完全雇用を仮定する。なお第３節と

第５節においては、労働の部門間移動がさしあたり存在しないと仮定する（この仮定は後に緩

められる）。第４節においては、労働の部門間移動を仮定する。

３－２．消費者行動

　消費者の最適化問題は、次のとおりである。

２）労働移動の賃金格差への影響は、生産物の相対価格を通じた効果のほかに、資本市場を通じた効果もある。

すなわち資本集約度の高い大企業の雇用の増加は、資本市場に超過需要を発生させ、大企業・中小企業の

資本集約度をともに低下させる。ただし本論のモデルでは、この効果は賃金格差に影響しないので、無視

することとした。

３）尾高［1984］pp.26-28、尾高［1989］pp.171-172を参照されたい。
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ただしUは効用関数、Dは需要、Yは生産量（所得）、pは中小企業部門の生産物で測った大企業部門

の生産物の価格を表す。⑴より大企業部門の生産物に対する需要は、次のようになる。

３－３．企業行動

　ここでは大企業と中小企業の生産技術を次のようなコブ・ダグラス型に設定する。

ただしyは１人当たり生産、kは１人あたり資本である。企業の利潤最大化により、生産要素の需要

は次のようになる。

5

7

ただしrとwはそれぞれ、中小企業部門の生産物で測ったレンタル料と賃金である。

３－４．資本市場の不完全性

　資本集中仮説の特徴は、賃金格差の要因として資本市場における大企業（近代）部門への優先的

な資本の配分を強調することにある。すなわち、資本市場において大企業の方が有利な条件で資本

を調達できるというのである。

その要因として、宮沢［1962；150-152］や篠原［1970；pp.64-67］において議論されているように、

日本の経済発展においては、労働に対して著しく不足する資本のもとで急速な発展を実現するため

に、大企業（近代）部門に優先的に資本を配分する必要のあったことが挙げられる。このことは寺

西［1982；377-378］において、両世界大戦間期の日本に即していっそう具体的に展開されている。

すなわち、日本の経済発展において海外からの導入技術の果たした役割は大きいが、第一次世界大

戦後に軽工業から重化学工業へと導入技術の類型変化が発生したために、導入技術の要求する（近

代的大企業の必要とする）資本集約度と在来の要素賦存比率の間に大きな乖離が生じたのである。

また金融システムの観点からは、篠原［1970；p.75、p.81］や尾高［1984；p.26］において議論さ
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れているように、間接金融中心の日本の金融システムの中で銀行が大企業へ優先的に融資を行って

いたこと、（特に両世界大戦間期の不況期などにおいて）中小企業の方が事業リスクの大きく、銀

行が貸し出しに躊躇したことなどが挙げられる。

本論では以上の点を単純に次のように表現する。

ただしλは１より大きい定数である。係数λが大きいほど資本市場の不完全性が強まると考えて

よいであろう。すなわち中小企業では事業リスクや資金調達コストの存在により、資本のレンタ

ル料が大企業部門に比して高くなるのである。この点は宮沢［1962；pp.153-158］や尾高［1984；

pp.26-28］において、第二次大戦後（1950～1960年代）の日本の企業規模別データによって実証的

に論じられている。また両世界大戦間期の日本についても寺西［1982；pp.366-392］や尾高［1989；

pp.170-173］において論じられている。

３－５．均衡体系

　この経済の均衡体系は、次のとおりである。

 

 

 

 

 

 

（E1）から（E5）までは⑸から⑼までを再掲したものである。（E6）は生産要素市場の均衡を表

しており、kは経済全体の１人あたり資本、nLは大企業部門の労働が総人口に占めるシェアである。

（E7）の左辺は、大企業の生産物の価値PYLを総人口で除したものに大企業の生産関数⑶を代入し

て得られる、総人口１人当たりにおける大企業の生産物の価値である。（E7）の右辺は⑵の両辺に

pをかけて総人口で除したものに生産関数⑶と⑷を代入して得られる、総人口１人当たりにおける

大企業の生産物に対する需要の価値である。さしあたり部門間の労働移動は存在しないと仮定され

ているので、nLは与件である。したがって上の７つの式から、７つの変数 rL，rS，wL，wS，kL，kS，

pが決定される4）。

４）ワルラス法則により、中小企業部門の財市場の均衡条件は省略できる。
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３－６．格差の要因の検討

ここでは、資本集約度の格差と賃金格差に関心を集中する。まず資本集約度の格差についてであ

るが（E2）の辺々を（E1）で除して（E5）に注意すれば、

1
 

が得られる。いっぽう（E7）をpについて解くと、次のようになる。

 

⑾は相対価格の決定に３つの要因が関わっていることを示している。右辺第１項は需要の要因

であり、例えば消費者の大企業部門の生産物に対する選好の上昇（αの上昇）はpを上昇させる。

右辺第２項は供給の要因であり、例えば資本集約度一定のもとで大企業の雇用が増加（nLが上昇）

すれば、（E7）の左辺から明らかなように、大企業部門の生産物の供給量が増加してpは低下する。

第３項は資本集約度の効果であり、例えば大企業部門への労働の流入はkLを低下させ、大企業部

門の生産性を低下させることにより、pが上昇する。

さて⑽と⑾から資本集約度の格差を次のように導ける。

 

この経済においては、資本市場の不完全性の指標λが、確かに資本集約度の格差に影響しているこ

とが分かる。

次に賃金格差についてみよう。（E3）と（E4）から賃金格差を

 

と表せる。⑿と⒀によれば、賃金格差は資本集約度の格差kL／kSを介して資本市場の不完全性の指

標λに依存するように見えるが、それはあくまで相対価格pを無視した場合である。⑾によれば、

資本集約度の格差の大きくなればなるほど、相対的に生産性の上昇する大企業の製品の価格は、中

小企業のそれに比して低下することになるので、賃金格差が発生するとは限らない。

実際⑾を⒀へ代入すると、次が得られる。

 

⒁より賃金格差はλに全く依存せず、部門間における労働配分にのみ依存することが分かる。閉

鎖経済においては、財市場が競争的であれば、資本集約度の格差による物的生産性の格差はすべ

て、相対価格の変動に吸収されるのである。また⒁からこの経済においては、中小企業部門から大
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企業部門への労働移動（nLの上昇）が賃金格差の縮小をもたらすのは、大企業部門の雇用増加によ

る大企業部門の生産物の増加がもたらすpの低下（11の右辺第２項）によるものであることが分か

る。すなわち大企業部門への労働移動によるkLの低下は、大企業部門の物的生産性を低下させる一

方で、生産性の低下が相対価格を上昇させる。この経済では、両方の効果が打ち消しあって、賃金

格差の縮小に結びつかないのである。

この経済では、労働の部門間移動の欠如が賃金格差の要因である。労働の移動を自由にすれば賃

金格差はなくなり、大企業の雇用割合nLはαに一致する。いっぽう⑿から分かるように資本集約

度の格差はλとなり、資本市場の不完全性は資本集約度の格差にのみ影響することになる。

４．閉鎖経済における寡占的な生産物市場

４－１．モデルの設定

　ここでは、第３節で構築したモデルの大企業部門の生産物市場に寡占を導入し、資本集中仮説が

成り立つかどうかを検討する。ここでは、３－１の設定に次のような仮定・設定を追加する。

⑥　寡占については、最も単純な２企業によるクールノー競争における対称均衡を仮定する。

⑦　寡占企業はまったく同質的であり、添え字L1、L2で表される。

⑧ 　大企業部門においては、伊東［1962；pp.202-203］の議論に従い、熟練や労働組合の存在に

より強力な交渉力を持った労働者が存在し、生産物市場で獲得する超過利潤をすべて奪取する

水準に賃金が決定されると仮定する5）。

⑨ 　超過利潤については、伊東［1962；pp.202-203］における議論に従って、次のように定義する。

超過利潤とは、労働賃金が中小企業部門と同一水準（wS）であった場合に、寡占企業が財市

場で獲得する利潤のことである。

⑩ 　資本のレンタル料および大企業部門の財市場の需要曲線については、両企業とも与件として

行動する。

４－２．大企業部門における賃金の決定

ここでは、大企業における賃金の決定について論ずる。そのためには、超過利潤を特定しなけれ

ばならない。まず４－１の仮定⑨に従って、労働賃金が中小企業部門と同一水準（wS）であった

と想定したうえで、企業２の費用関数を導出する（寡占企業はまったく同質的であるから、企業２

５）容易に確認できるように、本論のモデルにおいて消費者の間接効用関数は所得に関して線形となる。した

がって労働者の所得の主たる源泉が賃金であるとすれば、労働者ができるだけ賃金を高く設定しようとす

ることは、合理性にかなっている。
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についてのみ議論すればよい）。企業２の生産関数は次のようである。

 

ただしKは資本ストック、Nは労働である。企業の費用最小化により、費用関数は次のようになる。

 

ただしmは次のように定義される。

 

　次に大企業の生産物の需要関数は⑵より、次のように書ける。

 

ただしYは次のように定義される総所得であり、企業にとっては与件である。

 

寡占企業の総供給量 ＋ が需要DLに等しくなることから、企業２の利潤π L2は⒃と需要関

数⒅を用いて次のようになる。

 

クールノー競争を前提としているので、企業２は企業１の供給量YL1を与件として利潤を最大化

する。したがって企業２の反応関数は、次のようになる。

 

　クールノーの対称均衡においては、企業１と企業２の供給量は等しくなるから、クールノー均衡

における各企業の供給量を次のように解くことができる。

 

さらに寡占価格は22と⒅から、次のようになる。

 

この式から、寡占価格はもっぱら大企業の費用条件のみから決まることが分かる。財市場における

需給から独立になる可能性が出てくるのである。

　大企業部門においては４－１の仮定⑧により、超過利潤をすべて奪取する水準に賃金が決定され

る。すなわち23で表される寡占価格は、大企業部門の賃金wLが与えられた場合の平均費用に等し

くなる。したがって費用関数の定義⒃、⒄により、次が成り立たつ。
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24からwLを次のように解くことができる。

 
このモデルにおいては、25から分かるように、賃金格差は資本市場の不完全性とは全く関係なく、

大企業の価格支配力と労働者の交渉力のみによって決まる。

４－３．均衡体系

この経済の均衡体系は、３－５の均衡体系に以下のような変更を加えることで定式化できる。第

１に（E1）を次に変更する。

 

この式は、大企業の費用最小化の条件式である。第２に（E3）を大企業の賃金決定式25に変更する。

 
第３に、企業の超過利潤がゼロとなる条件24を新たに（E8）として加える。

 

新たな均衡体系においては、８つの変数rL，rS，wL，wS，kL，kS，p，nLが決定されることになる。

４－４．格差の要因の検討

　賃金格差はすでに（E3b）により与えられているので、資本集約度の格差についてみよう。（E4）

の両辺を（E2）の両辺で除することにより、次が得られる。

 

（E1b）と26を用いて賃金格差（E3b）とレンタル料の格差（E5）を考慮することにより、資本

集約度の格差は、

 

となる。27によれば、この経済において資本市場の不完全性は、資本集約度の格差には影響するこ

とが分かる。しかし賃金格差は寡占的な生産物市場における企業の価格支配力と労働者の交渉力に

よりすでに決定されており、資本集中仮説は成り立たない。

　ここではさらに大企業部門の生産物の価格pについて、次の点を指摘できる。（E3b）と（E5）
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を（E8）に代入すると、

2
 

となる。28の右辺第２項へ（E2）と（E4）を代入すれば、次が得られる。

2 2
 

29によれば、資本市場の不完全性は、大企業のコストを中小企業に対して低下させることにより、

大企業の生産物の相対価格を引き下げる。したがって資本市場の不完全性は一方で大企業の資本集

約度を上昇させて物的生産性格差を拡大させるが、他方では大企業の生産コストを相対的に引き下

げることによって付加価値生産性格差の縮小をもたらすのである。このモデルでは27から分かるよ

うに、資本市場の不完全性によってもたらされる物的生産性の格差は であり、それは相対価格p

の変化によって相殺されてしまう。

　最後に、大企業部門の雇用比率nLの決定についてみよう。３－６で見たように、財市場の均衡条

件（E7）から⑾が得られる。⑾に、資本集約度の格差27と寡占市場における大企業生産物の価格

29を代入することにより、

 

が得られる。寡占価格29が財市場の均衡条件（E7）と関係なく（E1b，E2，E3b，E4，E5，E8から）

導出されていることに注意すれば、この経済では、寡占市場の価格が硬直的であることが分かる。

したがって大企業部門の雇用比率が財市場の均衡から決まることになる。すなわち大企業へ労働が

流入して大企業の生産物の供給が増えても、その相対価格は下がらないし、労働が際限なく移動す

ることもない。このモデルにおいて賃金格差の要因は、労働の移動性の欠如にあるのではなく、大

企業の寡占と大企業労働者の交渉力にある。中小企業は、大企業で雇われなかった労働者を受け入

れる「雇用の受け皿」となるのである。

５．小国開放経済

　次に、大企業部門の財市場に再び完全競争を仮定したうえで、小国開放経済の場合を検討する。

この場合、財の価格は国内市場における需給と関係なく、世界市場における需給によって決定され

る。したがって国内の財市場の均衡を考慮する必要がなくなる。すなわち国内で超過供給になれば

余剰分はすべて輸出され、国内で超過需要となれば不足分はすべて輸入される。経済主体は、世界

市場で決まる大企業部門の生産物価格を与件として行動するのである。具体的には３－５の閉鎖体
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系における（E7）が次のように変更される。

ただし は世界市場で決まる大企業部門の生産物価格であり、外生的である。

　以上のもとで、まず資本集約度の格差は⑽より次のようになる。

賃金格差⒀は次のように変更される。

賃金格差は、資本市場の不完全性の指標λに依存する。ここでは、賃金格差の要因が労働の部門間

移動の欠如にあるのではなく、資本市場の不完全性にあることが分かる。

　この経済で労働移動が自由な場合はどうなるであろうか。労働は中小企業部門から大企業部門へ

と移動するが、32から分かるように、大企業部門の生産物価格が外生的であることから賃金格差の

縮小することはなく、最終的にすべての労働は大企業部門に吸収されてしまい（nL＝1）、中小企業

部門の生産物はすべて海外から輸入されることになるのである。

６．結論

　本論では、日本における古典的な二重構造論である資本集中仮説を巡る論争を簡単にサーヴェイ

し、財市場の不完全競争仮説と資本集中仮説の相違点、資本集中仮説を成立させる条件、両仮説と

労働移動との関係について議論した。主たる結論は、次のとおりである。

第１に、財市場の不完全競争仮説は、論理の構造において資本集中仮説と根本的に対立するもの

である。すなわち資本集中仮説では、大企業と中小企業の資本集約度の格差 → 物的生産性格差 → 

賃金格差という因果関係を強調するのに対して、財市場の不完全競争仮説では、財市場における大

企業の価格支配力による超過利潤 → 賃金格差 → 企業の技術選択による資本集約度の格差という因

果関係が強調されており、因果の系列はまったく逆になっている。したがって大企業の財市場にお

ける価格支配力が認められた場合、賃金格差はその結果として説明されてしまい、資本市場の不完

全性がレンタル料の格差のような形で存在していても、すでに決まっている賃金格差とともに資本

集約度の格差にしか影響を及ぼさないかもしれない。このことから、財市場における大企業の価格

支配力を仮定すると、資本集中仮説が実質的に否定されてしまう可能性すら出てくる。

第２に、閉鎖経済において大企業の財市場が寡占的であっても、財の相対価格が外的与件の変化

に対していっさい硬直的になるわけではない。資本市場の不完全性による大企業の低いレンタル料

は、大企業のコストを引き下げ、大企業の生産物の相対価格を引き下げる。したがって資本市場の
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不完全性があっても付加価値生産性の格差に結びつくとは限らない。

第３に、論争では閉鎖経済が暗黙の前提とされているのであるが、資本集中仮説の成立は、むし

ろ競争的な財市場を前提したうえで小国開放経済を仮定することにより、単純明快に議論可能であ

る。小国開放経済においては、財の相対価格が外生的に決定されるため、資本集約度の格差が賃金

格差を説明する要因となる。

第４に、財市場の不完全競争仮説は、労働の部門間移動が自由であっても成立し得る。寡占企業

の生産物価格が硬直的になる（財市場の需給から影響を受けなくなる）場合には、労働の流入する

大企業の生産物の供給量が増えても、大企業の財の相対価格が下がらないからである。この場合に

は、大企業の雇用が財市場の均衡から決まることになる。

第５に、小国開放経済においては、大企業の生産物の相対価格が外生的与件となる。このため資

本市場の不完全性により発生した賃金格差は、労働の部門間移動が自由であっても解消することは

なく、最終的には経済が大企業部門に特化することになる。

第６に、労働の移動性の欠如が賃金格差の発生にとって不可欠の要因であると明確に言えるの

は、閉鎖経済かつ財市場が競争的な場合のみである。

　以上に得られた結論を集約すると、資本集中仮説を巡る論争について次のような展望が得られる

かもしれない。この論争では、マルクス派を中心とした労働の部門間移動の欠如（労働市場の分断

性）を強調する仮説、伊東光晴と有沢広巳による生産物市場における不完全競争を強調する仮説、

そして篠原三代平と宮沢健一による資本市場の不完全性を強調する仮説が提示され、三つ巴の様相

を呈していたのであるが、これらの仮説の相違があいまいなまま残され、共存可能あるいは相互依

存的であるかのように議論されていた理由は、それぞれの仮説の成立する前提に関する包括的な吟

味を欠いていたことにある。すなわち労働市場の分断性を強調する仮説は閉鎖経済・競争的な財市

場においてもっともよく成立し、大企業部門の生産物市場における不完全競争を強調する仮説は閉

鎖経済・不完全競争的な財市場を前提しており、資本市場の不完全性を強調する資本集中仮説は、

競争的な財市場の小国開放経済において強力な説明力を持っているのである。

（補論A）寡占的生産物市場の詳細について

　この補論では、第４節で展開された大企業部門の財市場が寡占的である場合について、財市場の

クールノー競争をより詳しく議論する。本文21より、各企業の反応関数は次のようになる。
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（A1）は企業１の反応関数、（A2）は企業２の反応関数である。

　ここでは企業２に着目して、反応関数をより詳しく見る。反応関数（A2）は次のような性質を持っ

ている。

① 　 の範囲で単調に増加し、 の範囲で単調に減少する。 のと

き最大値 をとる。また のときと のとき となる。

②　 の範囲で常に となり、 の範囲で常に ＞ となる。

　上記の性質のうち①については、次のように説明することができる。本論⒇の右辺第１項から、

企業２の限界収入MRを計算すると、次のようになる。

 

（A3）から企業２の限界収入は財価格分の収入増と供給量の増加がもたらす財価格の低下による

収入減のふたつの効果からなることが分かる。このうち後者の効果は、企業２の市場シェアが大き

いほど大きくなる。したがって企業２の供給量を一定としたときに、企業１の供給量の増加による

企業２の限界収入への影響は、財の価格低下によるマイナス効果を持つ一方で、企業２の市場シェ

アが下がることによって価格低下による収入減が和らげられるプラス効果を持つことになるので

ある。このプラス効果は、企業１の供給量が小さいほど（企業２の市場シェアが大きいほど）大き

くなる。このため企業１の生産量の小さいうちは、企業１の供給増に伴って企業２の限界収入はか

えって増加し、企業２も供給量を増やすことになるのである。

　両企業の反応関数は対称的な形をしているので、企業１についてもまったく同様に議論できる。

以上の分析から、反応関数を図示すると図１のようになる。図中のCがクールノー均衡である。容

易に確かめられるように、反応関数（A1）と（A2）の均衡Cにおける微係数はともにゼロとなる

ので、均衡Cは明らかに局所安定的である。図にはいくつかの収束経路が描かれているが、この図

より均衡Cは の範囲において大域的にも安定的であると考えられる。

クールノー均衡の安定性についてさらに検討しよう。各企業の反応関数を用いて次のような連立

差分方程式を考えることができる（ここでは企業１が先手である場合について見る）。
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ただし添え字に加えられているt、t +1は時点を表している。（A4）を（A5）へ代入することにより、

次のような１階の差分方程式を得る。

 

ただし記述を簡略にするため、YL2をxとおき、αY／mをσとおいている。

　安定性を検討するには、（xt、xt+1）平面における差分方程式（A6）の右辺の形状を調べればよい。

なお企業の供給量は正の値であるから、上で検討した反応関数の性質により の範囲に

ついてのみ検討すればよいことが分かる。

　（A6）から次のことが言える。右辺の がσ ＞ x ＞ 0 の範囲で正の値をとることに注意

すると、xt+1 － xt は σ／4 ＞ x ＞０で正となり、 x ＝ σ／4 のとき0、σ ＞ x ＞ σ／4 の範囲では負にな

る。

（A6）より次の導関数を導出できる。

1

2

1

2
 

図１　寡占市場におけるクールノー均衡
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導関数（A7）から次のことが言える。右辺の中括弧の中にある  はσ ＞ xt ＞ 0の範囲

で正の値をとるが、 xt ＝ σ／4 のとき最大となり、その値は σ／4 である。したがって右辺の中括

弧の中身は σ ＞ xt ＞ 0 の範囲において xt ＝ σ／4 のとき０となり、それ以外は正の符号を持つ。

いっぽう右辺の についてはσ／4 ＞ xt ＞ 0 の範囲で正となり、 xt ＝ σ／4 のとき０

となり、σ ＞ xt ＞ σ／4 の範囲では負になる。

導関数（A7）からさらに２階の導関数を計算すると、次のようになる。

（A8）の右辺は、σ ＞ xt ＞０の範囲でxt ＝ σ／4 のとき０となり、それ以外では負になる。

以上から、（A6）の右辺は（xt、xt+1）平面において次の動きをすることが分かる。

①　σ／4 ＞ xt ＞ 0 のとき、45度線より上で単調に増加するが、接線の傾きは逓減する。

②　x ＝ σ／4 のとき45度線上で最大値 σ／4 をとる。

③　σ ＞ x ＞ σ／4 の範囲では45度線より下で単調に減少し、接線の傾きも逓減する。

④　xt ＝0、 σのとき０となる。

図２は差分方程式（A6）を描いたものである。図２からクールノー均衡Cは大域的にも安定的

になることが示される。

図２　クールノー均衡の安定性
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（補論B）均衡の存在と安定性について

　補論Bでは、本論におけるモデルの均衡の存在と安定性について論ずる。

　まず、第３節のモデルから見よう。大企業部門の生産物価格pの均衡値は、本文の⑾へ⑿を代入

することにより求めることができる。また⑿と（E6）からkLとkSを計算できる。以上で求めたp、

kL、kSを（E1），（E2），（E3），（E4）へ代入することにより、rL，rS，wL，wSを計算することができる。

　均衡の安定性については、次のように議論できる。（E2）と（E4）より、

 

となる。さらに⑽と（B1）により、

 

となる。（B1）と（B2）を（E6）の右辺に代入すれば、１人あたり資本に対する需要が求まる。

以上から、調整過程を次のように定式化できる。

 

 

ただしμは調整速度を表している。（B3）は⑾へ⑿を代入して得られる財市場の均衡価格よりも

価格pが高ければ超過供給が発生し、価格pの低下することを表している。（B4）は１人あたり資

本に対する需要が経済全体の１人あたり資本kよりも小さければ、労働に比して資本が相対的に供

給過剰となり、賃金レンタル比率が上昇することを示している。

連立微分方程式の体系（B3）、（B4）のヤコビ行列の符号は、次のようになる。

 

この行列のトレースは負、行列式は正であるから、体系は安定的と言える。

　労働移動の自由な場合には、３－５の均衡体系にあらたにwL ＝ wSが加わる。この条件と賃金格

差⒁からnLの均衡値がαになることが分かる。この値を先に求めた労働移動のない場合の均衡値

に代入すれば、残りの変数の均衡値も計算できる。

　均衡の安定性については、⒀と（B2）から賃金格差を

 

と書けることに注意すれば、先の（B3）、（B4）に次が加わる。
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この式は、賃金格差の存在する限り、労働移動の続くことを示している。

体系（B3）、（B4）、（B6）におけるヤコビ行列は、次のような符号を持っている。

 

このヤコビ行列の固有値のうち、ひとつは負の実数、他のふたつは負の実数ないしは負の実数部分

を持つ複素数であり、均衡の安定的なことが示される。

　次に第４節のモデルについて見よう。大企業部門の生産物価格pと大企業部門の雇用比率nLにつ

いては、すでに本文29と30に均衡値が示されている。そこで本文27と30を生産要素市場の均衡式

（E6）へ代入することにより、kLとkSの均衡値が求まる。さらにkSの均衡値を（E2）、（E4）へ代入

すれば、rSとwSを計算できる。最後に（E3b）と（E5）からwLと rLが決定される。

　均衡の安定性については、次のように議論できる。本文29の寡占価格が財市場の均衡条件（E7）

と関係なく決まることから、大企業部門の生産物市場では需給の不均衡において価格調整ではな

く、数量調整が発生する。（E7）から大企業の財市場における超過需要の状態を

 

と表せるが、（B7）は29と27を用いれば、

となる。（B8）の場合、市場は超過需要となり、企業は産出量を増加させ、雇用が増加してnLが上

昇する。このことから、財市場の調整式は次のようになる。

　生産要素市場においては、本文26と27を用いて、

 

と解けることに注意すれば、（E6）の右辺（１人あたり資本に対する需要）は、

 

となる。（B11）より需給の調整式は、次のようになる。
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　需給の調整過程は、連立微分方程式（B9）と（B12）によってあらわされる。この体系のヤコビ

行列の符号は、次のようになっている。

 

このヤコビ行列のトレースは負、行列式は正であるから、均衡は安定的であると言える。

　最後に第５節のモデルについて。本文31と（E6）からkLとkSの均衡値が直ちに求まる。これらの値

と（E7b）を（E1），（E2），（E3），（E4）へ代入することにより、rL，rS，wL，wSを計算することができる。

均衡の安定性については、財市場の均衡を考える必要はないので、生産要素市場の均衡について

のみ議論すればよい。１人あたり資本に対する需要（E6の右辺）は、本文31をk2について解いたも

のを（E6）右辺のk2へ代入し、さらに（E2）と（E4）を用いることにより、次のようになる。

したがって調整過程は、次のようになる。

均衡は明らかに安定的である。
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